
 

吸収合併に係る事後開示書面 

 

2021 年２月 12 日 

株式会社ビケンテクノ 

 

当社は、会社法第 801 条第１項および会社法施行規則第 200 条の定めに従い、下記のとおり、吸収

合併により吸収合併存続会社が承継した吸収合併消滅会社の権利義務その他の吸収合併に関する事項

として法務省令で定める事項を記載した書面を備え置くこととします。 

 

１．吸収合併が効力を生じた日 

 2021 年２月 12 日 

２．吸収合併消滅会社における反対株主の株式買取請求手続および債権者保護手続の経過 

 吸収合併消滅会社について、会社法第 782 条第 1 項の規定に基づく株主からの株式買取請求は

ありませんでした。 

 また、吸収合併消滅会社は、会社法第 789 条第２項に従い、2021 年１月８日に官報により債権

者に対する公告を行いましたが、同条第１項に従い異議を述べた債権者はありませんでした。 

３．吸収合併存続会社における反対株主の株式買取請求手続および債権者保護手続の経過 

 当社は、会社法第 797 条第４項に基づき、2021 年１月８日に電子公告により株主に対して公告

を行いましたが、同条第１項に従い当社に対して株式の買取りを請求した株主はいませんでした。 

 また、当社は、会社法第 799 条第２項および第３項ならびに定款第５条（公告方法）に従い、

2021 年１月８日に官報および電子公告により債権者に対する公告をおこないましたが、同条第１

項に従い異議を述べた債権者はありませんでした。 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項 

 当社は、吸収合併消滅会社より、資産・負債およびその他の権利義務一切を承継しました。 

５．会社法第 782 条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面に記載がされた事項 

 別紙のとおりです。 

６．会社法第 921 条の変更の登記をした日 

 2021 年２月 12 日 

７．前各号に掲げるもののほか、吸収合併に関する重要な事項 

 該当する事項はありません。 

以 上



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

 

会社法第 782 条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面 

 

 



吸収合併に係る事前開示書面 

 

2021 年１月８日 

株式会社ケアホテルマネジメント 

 

当社は、株式会社ビケンテクノとの合併に際し、会社法第 282 条第１項および会社法施

行規則第 182 条の定めに従い、下記のとおり吸収合併契約等の内容その他法務省令に定め

る事項を記載した書面を備え置くこととします。 

 

１．吸収合併契約の内容 

 別紙１のとおり、2020 年 12 月１日付で、合併契約書を締結いたしました。 

 

２．対価の相当性および割当ての相当性 

 吸収合併存続会社である株式会社ビケンテクノは、吸収合併消滅会社である当社の

発行済株式全部を所有しているため、合併に際しては株式の発行及び金銭等の交付は

行いません。 

 

３．新株予約権の承継に関する相当性 

 当社は、新株予約権を発行していません。 

 

４．吸収合併存続会社に関する事項 

 吸収合併存続会社である株式会社ビケンテクノは有価証券報告書及び四半期報告書

を近畿財務局に提出しております。最終事業年度（2019 年４月１日～2020 年３月 31

日）に係る計算書類等については、「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示

書類に関する電子システム（EDINET）」よりご覧いただけます。 

 なお、最終事業年度（2019 年４月１日～2020 年３月 31 日）の末日後に発生した重

要な財産の処分、重大な債務の負担その他会社財産の状況に重要な影響を与える事象

はありません。 

 

５．吸収合併消滅会社に関する事項 

 吸収合併消滅会社である株式会社ケアホテルマネジメントの最終事業年度（2019 年

４月１日～2020 年３月 31 日）に係る計算書類等は別紙２のとおりです。 

 なお、最終事業年度（2019 年４月１日～2020 年３月 31 日）の末日後に発生した重

要な財産の処分、重大な債務の負担その他会社財産の状況に重要な影響を与える事象

はありません。 

 



６．債務の履行の見込みに関する事項 

 本合併後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込ま

れます。また、本合併後の吸収合併存続会社の収益状況およびキャッシュフローの状

況について、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のと

ころ予測されていません。 

従いまして、本合併後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みはあると判

断しています。 

 

７．事前開示開始後の上記各事項の変更 

本事前開示開始以降、上記事項に変更が生じた場合には、別途書面を備え置いて開

示することといたします。 

 

以上 

 



（別紙１）









 
 



 

個別注記表 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準および評価方法 

    ① 有価証券 

      イ.子会社株式および関連会社株式 ・・・・・・・移動平均法による原価法 

      ロ.その他有価証券 

・時 価 の あ る も の・・・・・・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

                          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原 

価は移動平均法により算定） 

      ・時 価 の な い も の・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

     評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

・商 品 及 び 製 品 （ 書 籍 等 ）・・・・・・・・売価還元法 

      ・商 品 及 び 製 品 （ そ の 他 ）・・・・・・・・個別法 

      ・販 売 用 不 動 産・・・・・・・・個別法 

      ・未 成 工 事 支 出 金・・・・・・・・個別法 

      ・原 材 料 及 び 貯 蔵 品・・・・・・・・主として総平均法 

（2）固定資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産(リース資産を除く) 

・建物・生物（競走馬）以外の有形固定資産・・・定率法 

                                                         ただし、2016年４月１日以降に取得した構築 

物については、定額法よっております。 

       ・建物・生物（競走馬）・・・・・・・・・定額法 

                              なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

    建物   ５～５０年 

    工具・器具及び備品    ２～１０年 

    ②無形固定資産(リース資産を除く) 

      ・ソ フ ト ウ ェ ア （ 自 社 利 用 分 ）・・・・・・・・社 内 に お け る 見 込 利 用 可 能 期 間 （ 5 年 ） に 基 づ く 定 額 法  

      ・そ の 他 の 無 形 固 定 資 産・・・・・・・・定額法 

③リース資産 

      ・所有権移転外ファイナンス・リース・・・・・・・・リ ー ス 期 間 を 耐 用 年 数 と し 、 残 存 価 額 を 零 と す る 定 額 法 

取引に係るリース資産  

（3）引当金の計上基準 

    ①貸 倒 引 当 金・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞 与 引 当 金・・・・従 業 員 賞 与 の 支 給 に 備 え る た め 、 支 給 見 込 額 に 基 づ き 計 上 し て お り ま す 。 

    ③退 職 給 付 引 当 金・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及びから年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

イ．退職給付見込額・・・・退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に 

の期間帰属方法    帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

      

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

      消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表の注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額   32,108千円 

（2）親会社に対する金銭債権・債務 

①短期金銭債務          122,530千円 

 

３．損益計算書の注記 

親会社との取引高 

①仕 入 高       3,464千円 

②営 業 取 引 以 外 の 取 引 高      32,108千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

   発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首の 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末の 

株式数 

普 通 株 式 600株 －株 －株 600株 
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株式会社 ケアホテルマネジメント 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細  

（単位：千円） 

区
分 

資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 期末取得原価 

有
形
固
定
資
産 

建 物 － － － － － 28,537 28,537 

工具・器具 

及 び 備 品 
126 － － 89 36 20,620 20,657 

リース資産 － － － － － 2,215 2,215 

計 126 － － 89 36 51,373 51,410 

無
形
固
定
資
産 

そ の 他 の 

無形固定資産 
400 － － － 400 

 

計 400 － － － 400 

 

２．引当金の明細 

（単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

賞 与 引 当 金 ２，７４５ ２，９１０ ２，７４５ ２，９１０ 

 
３．販売費及び一般管理費の明細 

（単位：千円） 

科  目 金  額 摘      要 

広 告 宣 伝 費 ３３４  

交 際 接 待 費 １９７  

賃 借 料 ５３７  

リ ー ス 料 ２２０  

給 与 手 当 １０，８２５  

賞 与 ３５  

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ３３５  

法 定 福 利 費 ５２８  

福 利 厚 生 費 １０９  

通 勤 手 当 ３３８  

旅 費 交 通 費 ５１  

通 信 費 １，６３７  

諸 会 費 １３０  

顧 問 料 ２，４００  

消 耗 品 費 ４６３  

保 険 料 ６８  

支 払 手 数 料 １，９８３  

租 税 公 課 ２，１０７  

減 価 償 却 費 ５  

そ   の   他   の   経   費 ５１  

合 計 ２２，３６２  
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